会計検査院の実地検査に係る公開請求への対応
■請求概要

○請求日：10月12日（決定期限11月10日、当初期限の10月26日を１５日間延長）
○請求内容

会計検査院が大阪府に対し、国の補助金をめぐる不正経理を指摘した問題に関する次の文書等

　・会計検査院からの文書・資料等一切

　・会計検査院と大阪府との協議等に関する文書・資料等一切

　・大阪府の調査に関する文書・資料等で会計検査院から不正を指摘された文書・資料等一切

○対象となる文書

別紙のとおり
■請求への対応
　・非公開とする理由が見当たらず、全部公開とする。

（論点の整理）
	会計検査院の意見
	大阪府の意見

	○本件文書は検査官会議の前の確定していない未成熟・精度不十分な意思形成過程の情報である。
○公開すれば受検庁との信頼関係の基礎が崩れ、率直な意見交換ができない
（条例8条１項３号　意思形成過程支障）
	○意思形成過程にある情報であっても、府政の府民参加の推進という観点からは、意思形成の段階ごとに公開していくことが望ましい。

○本件文書は照会を経て、回答の段階のものであり、未成熟・精度不十分な情報ではなく、公開しても率直な意見交換を損うおそれはない。

	○公開すれば、検査の着眼点や手法等が公になり、受検庁の不適切な受検対応が容易
（条例８条１項４号　事務執行支障）
	○本件文書には、受検庁の不適切な受検対応を容易とするような情報は記録されておらず、具体的な事務執行に著しい支障を及ぼすおそれはない。


【府情報公開条例第８条　公開しないことができる行政文書】
	第８条　実施機関（公安委員会及び警察本部長を除く。）は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている行政文書を公開しないことができる。
　　（略）

（３）府の機関又は国等の機関が行う調査研究、企画、調整等に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、府民の正確な理解を妨げることなどにより不当に府民の生活に支障を及ぼすおそれ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの
（４）府の機関又は国等の機関が行う取締り、監督、立入検査、許可、認可、試験、入札､契約、交渉、渉外、争訟、調査研究、人事管理、企業経営等の事務に関する情報であって、公にすることにより、当該若しくは同種の事務の目的が達成できなくなり、又はこれらの事務の公正かつ適切な執行に著しい支障を及ぼすおそれのあるもの
	


